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はじめに 

 

市では平成 30 年度までに庁舎の一本化を行うため、平成２５年１１月

に外部委員会を設置して一本化の必要性や庁舎の位置等の協議を進めてい

ます。市民の皆さんに対しては広報紙や委員会だよりを通じて、また、ア

ンケート調査や説明会、ワークショップ等を開催し、多くのご意見、ご提

言を頂戴してきました。 

その中で一番多く寄せられた意見は、「庁舎を一本化する必要性が分

からない」というものでした。 

本紙では、庁舎の一本化をしなければならない理由と、現在市が取り

組んでいる内容をご説明します。 
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第１章 庁舎の一本化 
 

➢１．なぜ今、庁舎を一本化しなければならないのか                          

 
 

・利用期限（平成 30年度）がある合併特例債を利用して、庁舎整備 

費用の将来の負担を軽減するため。 
  

・耐震性を備えた庁舎を早急に整備するため。 
  

・分庁方式の短所（維持管理費用の増大・行政事務の不効率や遅れ） 

をなくし、経費削減と時間短縮による効率化を図るため。 
 

 

今回の「庁舎の一本化」は、複数の施設に配置してある本課を一つの建物に集約し、効率的な

行政運営に努めるとともに、将来行わなければならない庁舎整備にかかる市の負担を有利な合併

特例債を利用することで少しでも抑えること、また、現在の庁舎は耐震性が見込めないため、今

後発生が懸念される大地震に対応（救助・復興）できる耐震性を備えた庁舎を早急に整備（新築

や増改築）するという、財政面と防災面の視点から将来にわたって下呂市を継続していく

ための取り組みの一つです。 

また、庁舎の一本化や新庁舎整備は、下呂市の合併について協議・検討してきた益田郡合併協

議会で決定した新市まちづくり計画「 煌
きらめき

」の中でも今後の検討課題とされていたものです。 

この庁舎の一本化については、合併時からの課題でもあり５ページの表のとおり合併特例債の

利点（庁舎建設費で試算すると 15 億 6 千万円の負担軽減）を考えて、合併特例債が利用でき

るこの５年間（平成 26～30 年度）に行わなければならないと考えています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

庁舎の一本化とは 
  

現在、下呂庁舎と萩原庁舎の「分庁方式」をとっており、本庁機能を持つ部署（以下、

本課と言う。例えば市民課、健康課等）を下呂庁舎や萩原庁舎、星雲会館等に分散して

配置していますが、「庁舎の一本化」とは、耐震性を備えた一つの庁舎（建物）に本課

を集約することです。 

一本化（集約）する本課は、「組織の見直し」の取り組みによって、平成 31 年度ま

でに市役所の業務を全て見直し、業務の集約・部や課の統廃合等を行うことで効率的な

行政運営ができるコンパクトでスリムな新しい組織に生まれ変わります。 
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◆現行の分庁方式 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

◆分散した庁舎を一本化（平成 31 年度） 

 

 

 

  

■下呂庁舎 

総務部、経営管理部、市民部、 

上下水道部、観光商工部、議会事務局 

 

■下呂振興事務所 

■萩原庁舎 

農林部、建設部 

 

■萩原振興事務所 

■小坂振興事務所 

■本庁舎 
 
【行政機能】 

総務部、経営管理部、産業・観光振興部、基盤整備部、

健康福祉部、市民活動推進部、市民部、教育部 

【まちづくり機能】 

まちづくり活動を支援する職員の配置、市民が主体と

なって行うまちづくり活動を支援（本庁舎のある地域

が対象） 

■振興事務所 

（本庁舎が設置される地域以外

の４地域） 
 
【行政機能】 

戸籍・税関係窓口、健康・医療・

福祉相談窓口、道路・水道等の緊

急対応、その他相談業務 

【まちづくり機能】 

まちづくり活動を支援する職員

の配置、市民が主体となって行う

まちづくり活動を支援 

 一本化した庁舎では、本課を一カ所に集約することで、

職員の庁舎移動にかかる時間や経費が削減できます。ま

た、施設の維持管理費用の削減が見込まれます。 

 

■星雲会館 

福祉部、健康医療部、教育部 

分散していた組織を集約 

新しい市役所（イメージ図） 

■金山振興事務所 ■馬瀬振興事務所 
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➢２．庁舎一本化に向けた整備の要件（市の試算）                              

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

庁舎等の耐震の状況 

施 設 名 建設年度 経過年数 耐震性 延床面積（㎡） 

下呂庁舎 昭和 41 年 48 年 無し 2,871 

萩原庁舎 昭和 35 年 54 年 無し 1,962 

星雲会館 
旧館 昭和 48 年 41 年 無し 

2,531 
新館 平成８年 18 年 有り 

小坂振興事務所 昭和 41 年 48 年 無し 1,620 

金山振興事務所 平成３年 23 年 有り 4,023 

馬瀬振興事務所 昭和 53 年 36 年 無し 1,003 

 

１．一本化した庁舎（建物）で勤務する職員数は２５０人 

 

  組織の見直しによる新組織の職員数（250人：平成35年時点）が勤務できる広さ（6,000

㎡を想定）がある施設が無いため、何らかの庁舎整備（新築・増改築）が必要となります。 

 

 

２．一本化した庁舎の建物面積と敷地面積は共に６，０００㎡ 

 

庁舎の一本化で重要な点は、庁舎の位置です。庁舎の位置を検討するには大まかでも庁

舎や駐車場等の敷地面積を求める必要があります。庁舎の延床面積を 6,000 ㎡とした場

合、駐車場や通行部分まで含めた敷地面積は 6,000 ㎡以上必要であると考えます。 

 

 

３．一本化した庁舎の位置（用地）は市有地で検討 

 

庁舎整備には多額な費用がかかるため、庁舎の位置については、新たに土地を取得する

ということは行わず、現在市が所有している 6,000 ㎡以上の面積がある土地（取得予定

地含む）で検討を進めています。 

 

 

４．合併特例債を活用し身の丈に合った庁舎 

 

整備にかかる負担を少なくするため、合併特例債を活用し、一本化と耐震化を図るため

の必要最小限の庁舎整備を行います。 
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➢３．庁舎一本化検討資料                   

 

１．合併特例債の利用検討 
 

庁舎の整備には国や岐阜県等の補助制度はほとんどなく、自力で整備を行わなければなりません。

そのため、庁舎の一本化に伴う庁舎整備費用の財源として、市の負担額が少なくなる合併特例債の

利用を考えています。 
  

財源の比較表 

条  件 長  所 短  所 整備費用 市の負担額 

 

合併特例債 

     （注１） 

国から交付金が出るの

で市の財政負担が少な

い 

合併特例債の利用期限

がある 例えば 

23 億円 

とした場合 

（注３） 

8 億 8 千万円 

 

一般単独事業債 

（注２） 

時間をかけて庁舎整備

（検討・建設）が可能 

 

整備費用を全て市で準

備する必要がある 

24億4千万円 

※利子が加算され 

ます 

注１ 合併した市町村が利用できる借金で、借り入れた元利償還金（返済額）の 70％が市に地方交付税 

交付金（交付税措置）として戻ってきます。ただし、利用期限（平成 30 年度までに事業を完了）が 

あります。  

注２ 公共施設等を整備するときに利用する一般的な借金です。合併特例債のような交付税措置はありま 

せんが、利用期限がないため時間をかけて事業を進めることができます。 

注３ 庁舎を新築した場合（延床面積 6,000 ㎡を想定）の建設費用のみであり、用地費用や引っ越し費 

用等は含んでいません。 

 

２．既存庁舎の耐震化と庁舎新築との比較検討 
 

庁舎の一本化には何らかの庁舎整備が必要になりますが、整備費用の面から現在の分庁方式を続

けてはどうかというご意見もありますので、次のとおり整備費用等について比較しました。 

現在、主な本課が配置されている下呂庁舎や萩原庁舎、星雲会館旧館は耐震性が見込めないため、

このまま分庁方式を続ける場合でも耐震補強工事等の対応が必要になりますが、複数の施設につい

て対応しなければならないため、整備費用も割高になります。また、耐震化した場合でも、建物の

寿命を延ばすわけではないので、近い将来再び庁舎整備が必要になる場合もあります。今後の庁舎

整備の費用面から見ても庁舎を一本化する必要があると考えます。 
 

比較表 

区  分 一本化する場合（新築と仮定） 分庁方式を継続する場合（耐震化） 

整備費用 

（注４） 

延床面積 6,000 ㎡の庁舎 

下呂庁舎 5 億 7,400 万円 

萩原庁舎 3 億 1,300 万円 

星雲会館旧館 3 億 9,600 万円 

合  計 23 億円 合  計 12 億 8,300 万円 

長  所 
長期間利用することができる 

バリアフリー対応が可能になる 

整備費用が安くなる 

短  所 

多額の整備費用がかかる 利用期間が短い 

施設が複数あるのでその分維持管理費用

がかかる 

バリアフリー対応が困難となる 

注４ 整備費用は庁舎の建設や耐震補強工事のみであり、用地費用や引っ越し費用等は含んでいません。 
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３．庁舎等の維持管理費用の検討 
 

本課と振興事務所（各地域振興課）を配置している建物の維持管理費用（電気料や施設保守点検

費用等）は、年間約１億５千万円（11 施設の合計※）かかっています。 

庁舎を一本化した場合、振興事務所等を除いた新庁舎（新築と仮定）１つの建物で維持管理費用

は年間約 2,500 万円（新庁舎のみ）と見込んでいます。 

現在、本課が配置されている施設は、下呂庁舎、萩原庁舎、萩原庁舎北舎、星雲会館、下呂ふれあ

いセンター、クリーンセンターがあり、施設をまとめることで維持管理費用を削減することができる

と考えています。 
 

※11 施設の内訳 
・下呂庁舎（下呂振興事務所）・萩原庁舎（萩原振興事務所）・星雲会館・下呂ふれあいセンター 
・クリーンセンター・小坂振興事務所・金山振興事務所・馬瀬振興事務所・萩原保健センター 
・下呂市民会館・健康館 

 

➢４．庁舎整備のスケジュール                   

 

市内の各種団体の代表者や公募による市民等で構成された外部委員会「下呂市新庁舎整備検討委員会」

で庁舎の位置等の検討を進めており、新庁舎での業務開始まで下表のとおり進めていきます。 

 

 

 

 

 

 

 

年月日 内  容 

平成 26 年７月 下呂市新庁舎整備検討委員会は８月まで定期的に開催 

８月 下呂市新庁舎整備検討委員会の検討結果を市へ報告 

９月 新庁舎の位置の決定予定 

平成 27～28 年 基本設計・実施設計の発注、建設工事契約 

・市民アイデアの募集や説明会を行う予定です。 

平成 29～30 年 建設工事 

平成 31 年３月 新庁舎への引っ越し 

平成 31 年４月 一本化された新庁舎で業務開始 

〇庁舎等の耐震補強工事（耐震化）について 
 

  耐震補強工事は、地震に対して建物が耐え得るか構造上のそれぞれの問題を見つけ、地

震で崩壊しないよう人々の生命と財産を守るために行うものです。 

庁舎等の多くが昭和 35 年から昭和 53 年に建設された施設であり、長いもので建築後

50 年以上経過しています。 

耐震性のない建物が全て危険ということではありませんが、一般的に鉄筋コンクリー

ト造の法定耐用年数は 50 年から 60 年と言われており、耐震補強工事を行っても、建

物の寿命そのものを延ばすものではありませんので、耐震補強工事後に利用できる期

間は短くなると考えます。 

また、施設も老朽化し維持管理費用の増加が見込まれますし、施設の構造上エレベータ

ーの設置といったバリアフリー対応が困難で、高齢化が進む現代において高齢の方や障が

いのある方にとって利用しにくいという問題を抱えることになります。 
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➢５．皆さんの疑問にお答えします                   

 

市民アンケート調査や市民説明会、市民ワークショップを開催しました。その中で多

く寄せられた意見とその意見に対する市の考え方をご紹介します。 
 
№ 意見の概要 意見に対する市の考え 

１ 

今の分庁方式のままで

十分です。 

分庁方式では、業務のための本課の職員の庁舎移動にかかる費用や時間、

施設維持管理費用等、全て数字になって表れるものではありませんが、一

つの庁舎と比べると確実に経費がかかっています。耐震性が見込めないた

め、今後耐震化が必要となりますが、二つの庁舎を耐震化するとなると多

額の経費が必要となりますし、いずれ庁舎の建て替えも必要になります。 

また、市の政策や事業を進めるには、担当の本課以外にも複数の部署の本

課等とも協議する必要がありますが、本課が別の建物にあるため、このよ

うな横の連携も図りにくく時間もかかります。 

地方交付税交付金の減少等による財源不足が見込まれ、よりスピーディー

な行政運営が求められる中、分庁方式を続けていくということは困難であ

ると考えます。 

また、本課が別々の建物に配置されているので、市民の皆さんにも目的の

場所（本課）が分かりにくいという問題もあります。 

２ 

災害のことを考える

と、一本化せず組織を

分散させておいた方が

よいと思います。 

災害対応では、様々な部署の職員が情報収集等の対応にあたりますが、現

在の体制では主に、下呂庁舎、萩原庁舎、星雲会館に本課があり、一つの

指示や報告を伝えるにもこの三カ所の施設に連絡が必要となり、災害対応

時に重要な「情報の共有」に時間がかかり、対応が後手に回る恐れがあり

ます。 

災害のことを考えると組織を分散させず一カ所で判断と対応のできる体制

づくりが必要であると考えます。 

３ 

市役所の機能（本課）

を一ヵ所に集約させな

いで、各振興事務所に

その機能を振り分け、

振興事務所の機能拡充

を図った方が良いと思

います。 

上記№１のとおり、分庁方式のため市役所内の横の連携も図りにくく、時

間もかかっています。また、それに伴う職員の移動経費等の費用もかかっ

ています。 

このような状況の中、本課を各振興事務所（５ヶ所）に振り分けるとなる

と、市役所内の連携はより取りにくく、政策や事業を進めるのに一層時間

がかかります。また、費用で比べても現在の分庁方式より経費が高くなる

と見込まれます。テレビ会議システム等のＩＴ技術を利用することで複数

の施設に本課が分かれても会議はできますが、重要な問題は直接協議しな

ければなりません。 

したがって、本課を各振興事務所に振り分けず、庁舎の一本化を図り、本

課を一カ所に集約する必要があると考えます。 

また、地方分権によって地方自治体はあらゆる業務で専門性が必要になっ

ています。こうした課題に対応するため本課を各振興事務所に配置するこ

とは困難です。 

４ 

振興事務所の今後がよ

くわからないので不安

に感じます。 

振興事務所は今後どう

なりますか。 

本紙11～12ページのとおり見直しますが、振興事務所は無くなりません。 

職員数については若干の減少となりますが、今までどおり窓口業務は継続

し、地域づくりの拠点として皆さんのまちづくり活動を支援していきます。

今年度は各振興事務所に１～２名の地域力向上支援員を配置して新しい振

興事務所に向けてスタートしました。 

市が行う業務は本課が統一的に行うこととしており、業務内容によっては

本課（一本化した庁舎）が対応することもありますが、最寄りの振興事務

所まで本課職員が伺うなどして極力皆さんの負担を軽減したいと考えてい

ます。 

各地域の特色ある活動は、振興事務所が地域づくりの拠点として市民の皆

さんと一緒になって進めます。 
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№ 意見の概要 意見に対する市の考え 

５ 

一本化すると市民サー

ビスが低下しないか心

配です。 

今までと比べると多少の不便が出てくることもあるかもしれませんが、今

回の庁舎の一本化は今後も下呂市が継続していくための取り組みの一つで

す。 

各地域の振興事務所は上記№３のとおり継続し、ほとんどの行政サービス

は最寄りの振興事務所で利用できます。 

６ 

財政面で不安に思うの

で将来に負債を残さな

いようにして欲しいで

す。 

一本化には庁舎整備が伴うため多額な費用がかかり市の財政に負担をかけ

ることは事実です。ただ、庁舎整備は将来いつかは行わなければならない

ものであり、また耐震化が見込めず不安な状態のままでは問題があります。 

交付税措置がある合併特例債を利用し庁舎を整備することは、将来の市の

負担を減らす最善の方法であると考えています。 

当然、合併特例債は借金です。その金額を少なくすることは必須であり、

より安価な方法を検討し、整備費用を少しでも抑えなければなりません。 

７ 

新築ではなく、今ある

庁舎や振興事務所を耐

震化すれば良いと思い

ます。 

庁舎整備方法は、新築や今ある施設を増改築する方法が考えられます。そ

れぞれの方法には長所や短所があり、整備費用も異なります。 

新築の場合は、長く使えバリアフリー等にも対応できますが、多額の費用

がかかりますし、増改築（耐震化も含む）の場合は費用を安くできますが、

近い将来に再整備（建て替え）が必要になるという事も考えられます。 

市にとってどの方法が最善か現在検討しています。 

８ 

新庁舎の前に、市には

他にやるべき仕事があ

ると思います。 

厳しい財政状況ではありますが、庁舎整備は将来いつかは行わなければな

らない重要な課題であると考えます。 

庁舎としての耐震性が見込めない状況に早期に対応する、将来負担を減ら

す効率的な行政運営の面からも合併特例債が活用できる今、行わなければ

ならないと考えます。 

９ 

新庁舎の延床面積を

6,000 ㎡と想定してい

ますが、もっと縮小で

きませんか。 

必要な延床面積を 6,000 ㎡と計算していますが、庁舎整備が完了する平成

31 年度の職員数（280 人）ではなく、今から 10 年先の平成 35 年度の

職員数（250 人）を基に計算しています。その理由は、今後も職員の減少

が見込まれることから、整備完了時点の職員数で延床面積を考えてもすぐ

に空きスペースが発生してしまうので、より厳しい条件で試算したもので

す。 

岐阜県内の 21 市の庁舎の職員一人当たりの面積は約 26 ㎡で、下呂市と

同じような合併新市７市の平均は約 35 ㎡となっており、現在考える新庁

舎は約 24 ㎡（6,000 ㎡/250 人）です。市の庁舎としては適切な規模で

あると考えています。 

整備費用を抑えるには庁舎規模を縮小することが効果的ですので、引き続

き検討していきます。 

10 

具体的な庁舎の場所は

ありますか。 

一本化する庁舎の場所は大変重要な問題です。 

この資料のとおり、財政状況が厳しいということ、さらには一本化には庁

舎整備が必要であり多額な費用がかかります。 

このことから、庁舎の場所については、新たに土地を取得するのではなく、

現在市が所有している土地（取得予定地含む）を基本として検討を進めて

います。 

11 

下呂総合庁舎を利用で

きませんか。 

萩原地域の羽根地区にある「下呂総合庁舎」は、下呂市の区域を管轄する

岐阜県の施設です。総合庁舎には、下呂土木事務所や下呂農林事務所等の

組織が配置されており、下呂市と同じく公共的な団体（地方自治体）です。

総合庁舎一帯は、非常に広大な面積や建物があり、岐阜県と下呂市の連携

という点でも利点があると思われます。 

ただし、あくまで岐阜県の財産（施設・土地）であり、下呂市の意向だけ

で庁舎の利用ということを考えることはできません。 
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第２章 平成 31年度に向けた市の取り組み 
 

➢１．市を取り巻く環境                             

 

市の大きな収入源である国からの地方交付税交付金は、これまで合併した市町村の特例措置として

本来交付される金額より多く交付されていました。 

しかし、平成 26 年度から減額が始まり、平成 31 年度には特例措置が無くなります。市の今後の

財政見通しである「財政シミュレーション」では、平成 30 年度には税収の減少も加え約 28 億円の

財源不足が見込まれ、抜本的な行政運営の見直しが急務となっています。 

 

 

＝行政運営の視点から見た課題＝ 
 

●人口の減少と少子高齢化……合併１０年間で、約１割の人口が減少 

●地方交付税交付金の減少による行財政改革……平成３０年度には約２４億円の交付金が減少 

●権限の移譲による地方分権……自立した地方自治が求められる 

●庁舎の耐震化……大規模地震による庁舎機能停止の恐れ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

行政・地域社会 

の持続が困難 
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➢２．平成 31 年度を目指して                              

 

前頁の課題にもあるように、今後、下呂市は経済的・財政的・社会的にも厳しい状況となっていき

ます。目先にとらわれることなく、５年先、１０年先の下呂市の姿を描きながら、行政運営を進めて

行かなければなりません。 

市は「庁舎の一本化」以外にも「組織の見直し」、「公共施設の見直し」という取り組みも一緒に進

めており、どの取り組みが欠けても今後の下呂市の運営は難しくなります。これらすべての取り組み

を一体的に進め、地域力を生かした新しい下呂市の自治体運営により持続可能な下呂市を目指します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

組織の 

見直し 

地 域 

づくり 

公共施設 

の見直し 

 

 

 

・効率的な行政運営を行い 
ます 

・耐震性を備えた庁舎整備 
を行います 

・存続、廃止、譲渡、統合の
方針を立てます 

・３６８施設をすべて見直し
ます 

・業務の集約を行います 
・部や課の統廃合を行います 
・振興事務所機能を見直します 
・職員を削減します 

・住民の参画と協働を進めます 
・地域づくりの仕組みを作ります 

地域力を生かした 
新しい自治体運営 

持続可能な下呂市 

庁舎の 

一本化 
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➢３．振興事務所は今後も継続                              

 

今後の振興事務所の組織は、一部の機能を本課（一本化された庁舎）へ集約し、大きく２つの機能

を担います。 

 

１．地域の「総合的な窓口」  
 

    住民票の発行や市税の徴収等の戸籍・税関係窓口業務、健康や福祉に関する相談業務、道路や水道

工事等の事業系緊急対応、その他相談業務等のセーフティネット業務を担います。 

 

２．地域づくりの拠点  
 

市民のまちづくり活動の支援に特化した職員を数名配置し、市民が主体となって行うまちづくり

活動、地域が担うべきまちづくり活動を積極的に支援します。 

 

今後の振興事務所の建物は、「公共施設の見直し」の取り組みにより、耐震性のある建物はそのま

ま存続しますが、耐震性の見込めない建物は取り壊して他の施設へ振興事務所の機能（組織）を移す

か、再整備を検討します。振興事務所の職員数については、本課へ業務を集約するため減員するとと

もに、地域力向上支援員を増員しますが、現状の職員数と比べると若干の減少となる見込みです。 

※一本化した庁舎のある地域には振興事務所は置きません。「地域づくりの拠点」としての機能を

配置します。 

 

 

➢４．地域づくりの進め方                              

 

市民が主体となった「地域づくり」を進めます 
 

これまで市内各地域では、自治会や市民活動団体により、地域課題を解決するための取り組みや地

域をより良くするための取り組みが行われてきましたが、人口減少や少子高齢化が進み、それぞれ単

独での活動には限界が生じてきています。これから先も住みよい地域社会を維持していくためは、こ

うした現状を踏まえ、「自分たちのことは自分たちで」「地域のことは地域で」解決するという考えの

もと、自治会単位の範囲を超えたより大きな範囲で、その地域の実情に合った地域づくりを進める仕

組みが必要です。 

地域には、地域ごと様々な課題がありますが、地域のことを一番よく理解している自治会、地域活

動を展開する市民活動団体などと連携を図りながら、その地域課題を考え、解決する仕組みづくりを

次のように進めます。 
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➢５．３６８の公共施設を見直し                           

 

現在、市には 368 の公共施設があります。それら公共施設すべてを今までと同じように維持して

いくことは、今後予想される厳しい財政状況では非常に困難です。 

今後も市民生活に必要な施設を存続させていくためには、すべての公共施設のあり方を見直して、

施設を維持できる方法や手段を考えていかなければなりません。 

公共施設の見直しでは、下記の７つの視点から今後の公共施設を存続・統合・譲渡・廃止という基

本方針について、市民の皆さんや関係団体等と協議・調整を図りながら検討を行い、平成 30 年度ま

でには、すべての施設の見直しを完了したいと考えています。 
 

 ７つの視点 

①施設の設置目的や機能が民間の施設と競合していないか 

②施設の設置目的が時代のニーズに合致しているか 

③利用率が大きく低下する傾向にないか 

④利用者が一部の地域に集中しているため、より地域に密着した運営が行えないか 

⑤耐用年数の到来により、施設の安全性や快適性、機能性が失われていないか 

⑥災害等有事の際、避難所等の拠点となりうる施設ではないか 

⑦借地料が高コストとなっていないか 

 

≪このチラシのお問い合わせ≫ 

〒509-2295 下呂市森 960 番地 

下呂市役所総務部総務課 

（下呂市新庁舎整備検討委員会事務局） 

 

電 話 ２４－２２２２（内線 214） 

FAX  ２５－３２５０ 

メール soumu1@city.gero.lg.jp 

下

呂

市 

市

民 

(仮称)地域づくり委員会 

【役割】 

１ 地域づくり団体との連絡調整等 

２ 地域の課題解決に向けた取り組み 

３ 市からの政策提案等に対する対応 

４ 市政への提案 

５ 地域予算(一括交付金)についての 

協議・検討 

   振興事務所 

 
市民活動団体や
地域づくり委員

会の運営支援 

総合窓口 
業務 

 
各種証明発行 
生活相談など 

 

区・町内会等 
（地縁型団体） 

ＮＰＯ・ボランティア等 
（テーマ型団体） 

まちづくり 

実行組織 

行政サービス 

連携・協働 

提
案 

連
携 

相
談 

参
加 

＆ 

協
働 

代表者に

よる運営

協議 

下呂市の目指す「地域づくりの仕組み」平成 26年～平成 30年度 

～地域のことは地域で 自分たちのことは自分たちで～ 

mailto:soumu1@city.gero.lg.jp

